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大地震に備えよう ! !

  職場の地震防災・減災

1

江南労働基準協会様 2024年6月10日

各務労働安全衛生コンサルタントオフィス
代表 各務 博幸

(中災防安全衛生エキスパ－ト)  

１．地震のリスク

２．地震防災・減災対策
・建屋の耐震性
・設備等の転倒・滑り・落下防止対策
・防災体制の整備

３．その他(ＢＣＰ策定)

＜内容＞
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お手元の資料は、プレゼン資料の抜粋とさせていただいています。

➢ 海洋プレートは海底を移動し続け、やがて陸のプレートにぶつかり、海洋
プレートは、比較的軽い物質でできた陸のプレートの下に沈み込む。この
海洋プレートの沈み込む場所が、海溝やトラフという海底の深い溝です。

➢ 日本列島は、日本海溝、千島海溝、南海トラフ等海溝やトラフに囲まれて
おり、海洋プレートの沈み込みがもたらす圧縮の力によって、有史以来、
多くの地震が発生
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太平洋岸の大地震の歴史

5

2021年
75年

167年

➢浜名湖沖から駿河湾までに、壊れ残ったエネル
ギ－が残存? ⇒東海地震の想定震源

➢東海地震・南海地震・東南海地震が連動(M9)し

て超巨大地震として同時発生の可能性増大(5
分間揺れ継続)←1707年「宝永地震」再来恐れ

南海地震

6

簡単にハザ－ド情報を調べるためのサイト

１．地震のリスク

２．地震防災・減災対策
・建屋の耐震性
・設備等の転倒・滑り・落下防止対策
・防災体制の整備

３．その他(ＢＣＰ策定)

＜内容＞
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最大加速度が大きくても、瞬間的な力だけで
は建物にエネルギ－を与えることはできない

地面振動の周期と揺れが何秒持続したか
によって、建物の被害状況が決まる。

地震動の周期と建物の固有周期※1が一致すると共振し揺れが増幅

建物 固有

周期

阪神・熊本（活断層・直下型）
・揺れの周期→1～2秒  ※2

南海トラフ地震（海溝型）
・揺れの周期 →長振動周期
・揺れの時間 →30秒以上

木造、非木
造中低層

～2秒 共振 有 被害 大 共振 － 被害 －

巨大タン
ク、鉄塔

2～5秒 共振 - 被害 小 共振 有 被害 大

高層ビル 5秒以上 共振 - 被害 小 共振 有 被害 大

※1 鉄筋コンクリ－トの場合; 固有周期=建物の高さ(m)×2%
※2 地震被害を大きくする周期を「キラ－パルス」という。

地震による建屋被害
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建屋の地震対策
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昭和56年(1981年)以前の建築物は耐震性確保が急務

Is値とは
「構造耐震指標」
→構造的な耐震

性能を評価する
指標

Seismic Index of Structure
耐震指標 構造

11

熊
本
地
震

阪
神
淡
路
大
震
災
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阪神淡路大震災(95/1)では、家屋の８０%以上が、
“ほぞ抜け”が原因で倒壊

✓ 壁の強度を高めただけで、その強さの建物全体のバラン
スが不足→４分割法、偏心率

✓ “ほぞ抜け”対策が不足→
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１．地震のリスク

２．地震防災・減災対策
・建屋の耐震性
・設備等の転倒・滑り・落下防止対策
・防災体制の整備

３．その他(ＢＣＰ策定)

＜内容＞

14

15

身体の挟まれ防止

避難通路の確保

頭部の被害防止

爆発火災防止

危険物・薬液等流出
防止

設備等転倒による挟まれ

設備等滑りによる避難路遮断

ダクト等落下による受傷

配管からのガス等漏洩・出火

停電(断線・供給停止)

断水(配管破断・供給停止)

転倒防止

滑り防止

避難通路設定

落下防止

出火・拡大防止

－人命尊重・地域社会に迷
惑をかけない－

＜想定される事態・被害＞ ＜狙い＞ ＜対策＞

地震対策の基本的な考え方
地震の発生は防げないが、被害を最小にすることは可能。“人命尊重・地域社
会に迷惑をかけない”を狙いに、予想震度・発生の可能性を把握し、想定される
事態・被害への事前対策を、設備面を重点に確実に実施することが重要

生産の早期復旧にも寄与

危険物・薬液・溶湯等の溢流

停電(断線・供給停止)

ガス供給停止

溢流防止・拡大防止

＝   4002+4002+2002＝600ガル
16

設備等の転倒・滑り防止

① 設定震度

<参考>

予想震度、地盤の状況、活断層の有無等により設定

合成加速度＝  X2+Y2+Z2
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震度と加速度

周期1秒の波が同じ

振幅で数秒間続くと
すると、震度7の下限

に相当する計測震度
6.5以上になるには、
約600gal（3成分合成

値）以上の加速度が
必要。
周期0.1秒だと2700gal
以上となる。

2011/4/7東日本地震の余震

2003/9/26

600

2700

周期0.1秒

周期0.3～0.5秒

1978/6/12
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② 転倒・滑り防止対策の対象設備

転倒防止 転倒防止 滑り防止

安定な設備 〇

不安定な設備 〇 〇

③ 安定・不安定の＜判定方法＞

d

hr

d＝  50ｃｍ
L＝100cm

h＝220ｃｍ
ｒ＝226cm

震度6強に対しては、不安定域となる。

L

19
220/50=4.4

226

安定域

不安定域

設備等の地震対策要否の判断(目安)

20

＜引張荷重＞ ＜剪断荷重＞

垂直方向への
地震加速度が発生

水平方向への
地震加速度が発生

縦方向に伸びようとする力 横方向に変形しようとする力
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h=100cm
d=25 cm   
L=50cm
ß= 200 cm/s2

= 400 cm/s2
n=4 本
W=300kgf

=
490×4×50

300
｛400×100－（980－200)×25｝×9.8

980×4

300
{400－0.2（980－200)}×9.8=

= 615 N     ⇒安全率５として、３０７５ N

=183 N     ⇒安全率５として、９１５ N

＜計算例＞アンカ－ボルト１本あたりの負荷(荷重)を求める。

■

■

22

23

揺れにより設備がずれ、はさまれる恐れあり
⇒床に固定したアングルで、通路への移動を防止

固定した部材で移動防止

24

連結
転倒して下敷きになる恐れあり
⇒設備同士を連結し、内側への転倒を防止

設備同士を連結
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転倒して下敷きになる、通路を塞ぐ恐れあり
⇒キャビネット同士を連結し、転倒を防止

26

ドラム缶の転倒・滑り防止

保管しているドラム缶の対策例

使用しているドラム缶の対策例

27

フレキシブル、可撓性の接手

鎖で上下
二段固定

P48

安衛則263条
転倒のおそがないよう保持すること

28
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「照明器具(蛍光管・水銀灯の球)」の
揺れによる外れ落下する恐れあり
⇒照明器具にガ－ド(金網・ネット等)
を取付け、落下防止

「天窓ガラス｣直下の作業域・避難路
に割れたガラスが散乱
⇒作業域・避難路上にネット(金網)を
取付け、割れたガラスの落下を防止

飛散防止フィルム

30

可動式ストッパ－

「金型」大きな揺れにより棚からずれ落ち、負傷・型の破損の恐
れあり⇒ワンタッチで外せるストッパ－を設置し、落下を防止

31 32

耐震バンド



9

33

事務用品収納棚に地震対策なし
出入り口の近くにゼ
ロックス

出入り口横に台車が置か
れている

棚の固定・棚同志の連
結無

× ×

× ×

×

机の下に避難
スペ－スがない

１．地震のリスク

２．地震防災・減災対策
・建屋の耐震性
・設備等の転倒・滑り・落下防止対策
・防災体制の整備

３．その他(ＢＣＰ策定)

＜内容＞

34

35

ソフト対策～防災体制、初動体制の具体的事例～

➢ 担当者被災の時のために、第2第3の担当も用意する

➢ 本部をどこに設置するか 社長室、会議室、現場作業室、ワゴン
車・・・被災状況に合わせて最適な場所を選ぶ。 36

ネット社会では、フラットな連絡網が望ましい
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・駿河湾～名古屋まで、180km →180÷8(P波)=22秒
・初期微動のうちに、態勢整える→身を隠す場所を決めておく

(机の下、頑丈な架台の下等)

最大震度5以上の地震発生時、
震度4以上の地域に一斉配信

38

・複数の通信手段を想
定しておく。(LINE、携帯
メ－ル、伝言ダイアル)

・使えるように訓練して
おくこと

毎月1日、15日に練習可

安否確認

39

通信手段の通じやすさ

無線

衛星携帯電話

ツイッタ－・フェイスブック・スカイプ

パソコンメ－ル

公衆電話

固定電話

携帯メ－ル

携帯電話

通じやすい

通じにくい
40

通電火災とは
大規模な地震等に伴う停電が復旧し、通電が再開される際に、
倒れた電気スト－ブ、破損した電気器具や損傷した電気コ－ド
に電気が流れることにより火災発生

１５７件の建物火災の内、原因が特定され
た５５件の内、３３件が通電火災(６０%)

➢ 避難時は、プラグを抜く又はブレ－カ－を落とすこと。

➢ 復帰時は、電気配線等に損傷がないかを確認の上
通電する。

<阪神大震災での建物火災> 神戸市内
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避難通路の明確化
<参考>

避難通路は

➢ ２箇所以上、屋外への出入り口に面している。

➢ 直線的、平面的に配置し、また袋小路がない。

➢ 次の施設や設備等の近くに配置しない
・多量の危険物、薬液、溶湯を保管又は使用する設備

・型置き場、材料置き場、製品置き場、その他転倒・滑り
  防止対策が困難な場所

43定期的な防災訓練の実施

行動マニュアル

・緊急時にも、冷静な判断と迅速な行動ができる
  ようにすることが目的

・初動対応は、指揮命令がなくても、社員各自で、
  最低限の行動が自律的にできるようにする。

・マニュアルは、自社独自に作る。
  ひな形を丸写ししたマニュアルは定着しない。

１．地震のリスク

２．地震防災・減災対策
・建屋の耐震性
・設備等の転倒・滑り・落下防止対策
・防災体制の整備

３．その他(ＢＣＰ策定)

＜内容＞

44
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大地震発生から

２４時間後、１週間後、１か月後

あなたの会社は、何をしていますか?

被害を少なくし、操業を続ける為に

➢  「その時はその時」という心理
→準備不足は、本番では取り戻せない

➢ 「災害は人ごとだ」と思ってしまう心理
→対岸の火事ではなく、他山の石へ

➢ 「行動が遅れる」心理
→正常バイアス、同調性バイアス

46

愛知県内中小企業のＢＣＰ策定状況

愛
知
県

全
国

47

事前の防災対応による企業活動軽減のイメ－ジ

48

初動(体制)の速さ
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記入例 簡易版 事業継続計画書（ＢＣＰ）

50

簡易版 事業継続計画書（ＢＣＰ）

51 52
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  ご安全に!!
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